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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関の吸気バルブ及び排気バルブの少なくとも一方のリフト量を制御するバルブリ
フト制御装置において、制御軸を直線駆動することにより前記リフト量を前記制御軸の軸
方向位置に応じて変化させるアクチュエータであって、
　軸方向へ前記制御軸と共に直線運動するねじ軸、並びに周方向へ回転運動する回転軸を
有し、前記回転軸の回転運動を前記ねじ軸の直線運動へ変換する送りねじ機構と、
　前記送りねじ機構を収容するケースと、
　軸方向の一端部が前記ケースにより係止され、前記回転軸のラジアル力を支持する軸受
と、
　前記軸受の軸方向の他端部に係合し、前記軸受の軸方向変位を規制する規制部材と、
　前記ケースにより係止され、前記軸受の軸方向において前記軸受とは反対側から前記規
制部材に係合し、通電により前記回転軸を回転駆動するモータステータと、
を備えることを特徴とするバルブリフト制御装置のアクチュエータ。
【請求項２】
　前記規制部材の周囲に空間部が形成され、当該空間部により前記規制部材の弾性変形が
許容されることを特徴とする請求項１に記載のバルブリフト制御装置のアクチュエータ。
【請求項３】
　前記空間部は、前記軸受の軸方向において前記規制部材を挟む両側に形成されることを
特徴とする請求項２に記載のバルブリフト制御装置のアクチュエータ。
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【請求項４】
　前記ケースは、前記回転軸の外周側を囲む内周壁を有し、
　前記規制部材は、前記回転軸の周方向へ延びる形状を呈し前記ケースの前記内周壁に嵌
合する嵌合部を有することを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載のバルブリフ
ト制御装置のアクチュエータ。
【請求項５】
　前記ケースは、前記回転軸の外周側を囲む内周壁を有し、
　前記規制部材は、前記回転軸の周方向へ延びる形状を呈し前記ケースの前記内周壁に嵌
合する嵌合部、前記軸受に係合する係合部、並びに前記嵌合部と前記係合部との間を接続
し弾性変形が許容される弾性変形部を有することを特徴とする請求項１～４のいずれか一
項に記載のバルブリフト制御装置のアクチュエータ。
【請求項６】
　前記弾性変形部は、前記嵌合部と二重筒構造をなす形態で前記嵌合部と前記軸受との間
に配置される第一変形部、並びに前記嵌合部と前記第一変形部との間を接続する第二変形
部から構成されることを特徴とする請求項５に記載のバルブリフト制御装置のアクチュエ
ータ。
【請求項７】
　前記係合部及び前記弾性変形部は、前記軸受の周方向の全域に延びる形状を呈すること
を特徴とする請求項５又は６に記載のバルブリフト制御装置のアクチュエータ。
【請求項８】
　前記嵌合部は、前記回転軸の周方向の全域に延びる形状を呈することを特徴とする請求
項４～７のいずれか一項に記載のバルブリフト制御装置のアクチュエータ。
【請求項９】
　前記ケースは、前記回転軸の外周側を囲む内周壁を有し、
　前記モータステータは、前記回転軸の周方向へ延びる形状を呈するステータコアを有し
、当該ステータコアの外周部が前記ケースの前記内周壁に嵌合すると共に前記規制部材に
係合することを特徴とする請求項１～８のいずれか一項に記載のバルブリフト制御装置の
アクチュエータ。
【請求項１０】
　前記ケースは、開口を有し前記軸受を係止する本体部材、並びに前記開口を覆う形態で
前記本体部材に固定され、前記軸受の軸方向において前記規制部材とは反対側から前記モ
ータステータに係合するカバー部材とを組み合わせてなることを特徴とする請求項１～９
のいずれか一項に記載のバルブリフト制御装置のアクチュエータ。
【請求項１１】
　前記カバー部材に保持され、前記モータステータに通電する通電回路を備えることを特
徴とする請求項１０に記載のバルブリフト制御装置のアクチュエータ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関の吸気バルブ及び排気バルブの少なくとも一方のリフト量を制御す
るバルブリフト制御装置のアクチュエータに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、バルブリフト制御装置において、制御対象バルブのリフト量を制御軸の軸方向位
置に応じて変化させるために、当該制御軸を直線駆動するアクチュエータが広く用いられ
ている。
　こうしたバルブリフト制御装置のアクチュエータとして、モータの回転駆動力を減速機
構及びカム機構を通じて直線駆動力へ変換し、当該直線駆動力を制御軸へ伝達するように
したものが提案されている（例えば特許文献１参照）。
【０００３】
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【特許文献１】特開２００４－１５０３３２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述のアクチュエータでは、大きな直線駆動力を制御軸に与えるために、減速機構とカ
ム機構とを組み合わせて用いなくてはならない。そのため、全体としての体格を小さくす
るには限界があることから、設置個所に制約が生じる等の問題を招くおそれがある。
　そこで本発明者らは、減速機構及びカム機構の代わりに、回転軸の回転運動をねじ軸の
直線運動へ変換する送りねじ機構を用いたアクチュエータについて鋭意研究を行ってきた
。一般に送りねじ機構は、回転軸とねじ軸とを直接的に又は間接的に連携させた比較的簡
素な構成によって大きな直線駆動力を得ることができるので、減速機構及びカム機構を組
み合わせる場合に比べてアクチュエータの体格を小さくすることができる。
【０００５】
　さて、本発明者らは、送りねじ機構を用いたアクチュエータの研究をさらに進め、回転
軸のラジアル力を支持する軸受の軸方向一端部を送りねじ機構の収容ケースにより係止さ
せ、当該ケースに固定した規制部材を軸受の軸方向他端部に係合させる構成のアクチュエ
ータを開発した。このアクチュエータでは、軸受の軸方向変位、さらには回転軸の軸方向
変位を規制できるので、ねじ軸への作用力が急増する異常時に回転軸が軸方向変位するこ
とによる破損等を防止できるのである。しかし、このアクチュエータでは、回転軸の回転
駆動用のモータステータ等を固定した送りねじ機構の収容ケースに対し、規制部材を追加
的に固定するようにしていたため、固定用ねじ等、締結部材の数が増加し、その分、組付
性の低下と重量の増大という新たな問題が生じてしまったのである。
　本発明は、こうした問題に鑑みてなされたものであって、その目的は、組付性の向上と
軽量化とを実現するバルブリフト制御装置のアクチュエータを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　請求項１に記載の発明によると、送りねじ機構の収容ケースにより軸方向一端部が係止
されて回転軸のラジアル力を支持する軸受の軸方向他端部に規制部材が係合し、軸受の軸
方向においてモータステータが当該規制部材に軸受とは反対側から係合する。ここでモー
タステータはケースにより係止されるので、規制部材は、軸受の軸方向においてモータス
テータと軸受との間に位置決めされて軸受の軸方向変位の規制機能を果たすことができる
。したがって、ねじ等の締結部材によって規制部材をケースに固定する必要がなくなるの
で、部品点数を削減して組付性の向上と軽量化とを実現することができる。
【０００７】
　請求項２に記載の発明によると、規制部材の周囲に形成される空間部により規制部材の
弾性変形が許容されるので、弾性変形した規制部材に生じる復原力を軸受に作用させて当
該軸受をケースの係止部分側へと押圧することができる。これにより、規制部材と軸受と
の間のガタを吸収しつつ軸受の軸方向変位を規制することができる。
　請求項３に記載の発明によると、軸受の軸方向において規制部材を挟む両側に空間部が
形成されるので、規制部材の弾性変形を十分に許容することができる。
【０００８】
　請求項４に記載の発明によると、規制部材において回転軸の周方向へ延びる形状の嵌合
部は、回転軸の外周側を囲むケースの内周壁に嵌合するので、軸受の径方向において規制
部材を位置決めすることができる。
　請求項５に記載の発明によると、規制部材において回転軸の周方向へ延びる形状の嵌合
部は、回転軸の外周側を囲むケースの内周壁に嵌合するので、軸受の径方向において規制
部材を位置決めすることができる。これより、軸受に係合する係合部が軸受の径方向へ位
置ずれし難くなるので、当該係合部と嵌合部との間の弾性変形部が弾性変形することによ
って生じる復原力を軸受に安定的に作用させることができる。
【０００９】
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　請求項６に記載の発明によると、弾性変形部は、嵌合部と二重筒構造をなす形態で嵌合
部と軸受との間に配置される第一変形部、並びに嵌合部と第一変形部との間を接続する第
二変形部から構成される。これにより、嵌合部と軸受との間のスペースを利用して可及的
に大きな弾性変形部を配置して復原力を増大させることができる。
【００１０】
　請求項７に記載の発明によると、係合部及び弾性変形部は、軸受の周方向の全域に延び
る形状を呈するので、軸受に作用する規制部材の復原力が軸受の周方向において偏ること
を抑制できる。したがって、軸受の軸方向変位の規制機能が安定的に得られる。
　請求項８に記載の発明によると、回転軸の外周側を囲むケースの内周壁には、回転軸の
周方向の全域に延びる形状の嵌合部が嵌合するので、軸受の径方向における規制部材の位
置決め精度が高くなる。
【００１１】
　請求項９に記載の発明によると、モータステータにおいて回転軸の周方向へ延びる形状
のステータコアの外周部は、回転軸の外周側を囲むケースの内周壁に嵌合して保持される
ので、高い剛性を持つこととなる。そして、この高剛性の外周部が規制部材に係合するの
で、ステータコアが規制部材から受ける反力により変形して規制部材の位置決め機能やモ
ータステータ本来の性能が低下する事態を防止することができる。
【００１２】
　請求項１０に記載の発明によると、ケースにおいてカバー部材は、軸受を係止する本体
部材の開口を覆う形態で本体部材に固定され、軸受の軸方向において規制部材とは反対側
からモータステータに係合する。これにより、本体部材に固定されたカバー部材によりモ
ータステータを係止して規制部材の位置決め機能、ひいては軸受の軸方向変位の規制機能
を確実に発揮させることができる。
　請求項１１に記載の発明によると、カバー部材は、モータステータを係止する機能のみ
ならず、モータステータの通電回路を保持する機能も果たすので、部品点数を削減してコ
ストを低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明の複数の実施形態を図面に基づいて説明する。
（第一実施形態）
　本発明の第一実施形態によるバルブリフト制御装置を図２に示す。車両に搭載されるバ
ルブリフト制御装置２は、内燃機関３の吸気バルブ４についてリフト量を制御する。バル
ブリフト制御装置２は、変化機構８とアクチュエータ１０とから構成されている。
【００１４】
　変化機構８は、例えば特開２００１－２６３０１５号公報等に開示される如き図２の構
成を有し、内燃機関３に組み込まれている。具体的に図２の変化機構８では、制御軸１２
の軸方向へ制御軸１２と共に直線運動可能なスライダギア１４を入力部１５及び揺動カム
１６にヘリカルスプライン嵌合させており、制御軸１２の軸方向位置に応じて入力部１５
と揺動カム１６との相対位相差が変化する。入力部１５はカム軸１７の吸気カム１８に接
触し、また揺動カム１６は吸気バルブ４のロッカーアーム１９に接触可能に配置されてお
り、入力部１５と揺動カム１６との相対位相差に応じてロッカーアーム１９の揺動角度が
変化する。したがって、変化機構８では、制御軸１２の軸方向位置が変化するのに応じて
吸気バルブ４のリフト量（以下、単にバルブリフト量という）が変化し、それによって作
用角や最大バルブリフト量等といったバルブ特性が調整される。尚、本実施形態において
吸気バルブ４から制御軸１２へと伝達されるバルブ反力は、アクチュエータ１０とは反対
側へ向かうスラスト力として制御軸１２に作用する。
【００１５】
　アクチュエータ１０は、変化機構８の制御軸１２を軸方向へ直線駆動するものである。
図１に示すようにアクチュエータ１０は、ケース２０、送りねじ機構２１、軸受２２、規
制プレート２３、モータ２４、回転角センサ２５及び駆動回路２６を備えている。尚、ア
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クチュエータ１０は、図１の左右方向が略水平方向となるようにして車両に搭載されてい
る。
【００１６】
　ケース２０は、ケース本体３０、回転規制ブッシュ３１、本体カバー３２及び回路カバ
ー３３を組み合わせて構成されている。ケース本体３０は段付円筒状に形成され、軸方向
の一端部から他端部へ向かって順に取付部３４、係止部３５、嵌合周壁部３６及びフラン
ジ部３７を有している。取付部３４は内燃機関３の取付孔５に内挿されて取り付けられて
おり、これによりケース本体３０が内燃機関３に対して位置決めされている。回転規制ブ
ッシュ３１は円筒状に形成され、取付部３４の内周壁に圧入されている。本体カバー３２
及び回路カバー３３はそれぞれカップ形状に形成され、互いの開口縁部を重ね合わせた状
態でフランジ部３７に共締めされている。この共締めにより本体カバー３２は、ケース本
体３０のフランジ部３７側の開口３８を覆うと共に、回路カバー３３との間に回路室３９
を形成している。
【００１７】
　送りねじ機構２１は、回転軸４０とねじ軸４１とを噛合してなる台形ねじ機構であり、
ケース本体３０の内部に収容されている。
　図３に示すように回転軸４０は、回転スリーブ４２、シールスリーブ４３、シールリッ
ド４４及びサークリップ４５を組み合わせて構成されている。回転スリーブ４２は円筒状
に形成され、ケース本体３０と略同軸に配置されている。回転スリーブ４２の軸方向中間
部の内周壁には、歯断面が台形の雌ねじ４６が形成されている。回転スリーブ４２の軸方
向一端部の外周壁には、雄ねじ４７が形成されている。シールスリーブ４３は円筒状に形
成され、回転スリーブ４２の軸方向他端部に略同軸に装着されている。シールスリーブ４
３と取付部３４との間にはオイルシール４８が介装されており、このオイルシール４８に
よって液密に仕切られた駆動室４９と油室５０とがケース本体３０の内部に形成されてい
る。シールリッド４４は円板状に形成され、回転スリーブ４２のシールスリーブ４３とは
反対側開口を覆う形態で回転スリーブ４２に装着されている。サークリップ４５はＣ字状
に形成され、回転スリーブ４２の外周壁に軸方向へ相対変位不能に嵌合している。
【００１８】
　図１に示すようにねじ軸４１は棒状に形成され、回転軸４０と略同軸に配置されている
。ねじ軸４１の軸方向一端部はケース本体３０の外部へ突出して内燃機関３の油路６に進
入しており、継手５３を介して制御軸１２に略同軸に連結されている。したがって、ねじ
軸４１は、制御軸１２と共に軸方向へ往復直線運動する。図３に示すように、ねじ軸４１
の軸方向他端部側の外周壁には歯断面が台形の雄ねじ５４が形成されており、この雄ねじ
５４が回転スリーブ４２の雌ねじ４６と螺合している。ねじ軸４１とシールスリーブ４３
との間には、ねじ軸４１の直線運動を許容するクリアランスが形成されている。ねじ軸４
１の軸方向中間部の外周壁と回転規制ブッシュ３１の内周壁とには、凹凸嵌合によって互
いに噛み合うスプライン歯５６，５７が形成されている。これにより周方向への回転が規
制されているねじ軸４１は、回転軸４０の正逆回転運動に追従して軸方向へ往復直線運動
する。即ち送りねじ機構２１では、回転軸４０の回転運動がねじ軸４１の直線運動へと変
換される。
【００１９】
　本実施形態では、図１に示す内燃機関３のオイルポンプ７から吐出された潤滑油の一部
が取付部３４及び回転規制ブッシュ３１の油路６１，６０並びにねじ軸４１と回転規制ブ
ッシュ３１との間を経由して、油室５０へと供給される。この油室５０への供給潤滑油は
、ねじ軸４１とシールスリーブ４３との間を抜けて回転スリーブ４２内へ流入し、例えば
ねじ４６，５４の噛合部分等を潤滑する。尚、潤滑油は油室５０から取付部３４の油路６
２を通じて油路６へ排出された後、オイルポンプ７の吸入側のオイルパンへと戻される。
【００２０】
　図３に示すように軸受２２は、内輪６３と外輪６４との間に玉状の転動体６５を挟持し
てなるラジアルコンタクト式の玉軸受であり、ケース本体３０の内部の駆動室４９に収容
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されている。内輪６３は回転スリーブ４２の外周壁に嵌合しており、この内輪６３の軸方
向一端部にサークリップ４５が板ばね６６を介して係合している。外輪６４は、係止部３
５に形成されている円筒部６７の内周壁に嵌合しており、この外輪６４の軸方向一端部６
４ａに係止部３５がワッシャ６８を介して係合している。即ち、外輪６４の端部６４ａは
係止部３５によって係止されている。以上の構成により軸受２２は、回転軸４０に働くラ
ジアル力を支持する。
【００２１】
　規制プレート２３は、ステンレス材等で形成されて弾性を有している。図３及び図４に
示すように規制プレート２３には、嵌合部７０、弾性変形部７１及び係合部７２が設けら
れている。嵌合部７０は円筒状に形成され、回転軸４０の外周側を囲む嵌合周壁部３６の
内周壁に嵌合している。後に詳述するように嵌合部７０の軸方向一端部７０ａは、モータ
２４のモータステータ８２によって係止されている。弾性変形部７１の第一変形部７３は
、軸方向中間部において径変化する段付円筒状に形成され、嵌合部７０と二重筒構造をな
す形態で嵌合部７０と軸受２２との間に配置されている。そして、第一変形部７３の小径
部７３ａは外輪６４の外周壁に嵌合し、第一変形部７３の大径部７３ｂは円筒部６７との
間に空間部７５を形成している。一方、弾性変形部７１の第二変形部７４は、第一変形部
の大径部７３ｂから外周側へ突出し嵌合部７０の端部７０ａとは反対側端部に接続する円
環板状に形成され、嵌合部７０と円筒部６７との間に配置されている。そして、第二変形
部７４を軸方向に挟む両側に空間部７６，７７が形成されている。このような変形部７３
，７４から構成される弾性変形部７１は、周囲の空間部７５，７６，７７によって弾性変
形を許容されている。係合部７２は、第一変形部７３の小径部７３ａから内周側へ突出す
る円環板状に形成され、外輪６４の端部６４ａとは反対側端部に係合している。したがっ
て、モータステータ８２が係止する規制プレート２３によって外輪６４は、係止部３５と
は反対側から係止されている。この係止状態において、弾性変形部７１が軸受２２の軸方
向変位に追従して弾性変形すると、その弾性変形量に応じた復原力が規制プレート２３に
発生し、係合部７２によって軸受２２が係止部３５側へ向かって押圧される。
【００２２】
　図１に示すようにモータ２４は、モータロータ８０、ロータ固定ナット８１及びモータ
ステータ８２を有するブラシレスモータであり、ケース本体３０の内部の駆動室４９に収
容されている。
　図３及び図５に示すようにモータロータ８０は、ロータコア８３及びロータ磁石８４を
組み合わせて構成されている。ロータコア８３には、筒状のコア本体８５の軸方向一端部
から内周側へ突出するコア突部８６が円環板状に形成されている。コア突部８６は、回転
スリーブ４２の軸方向中間部の外周壁に嵌合している。コア突部８６の軸方向一端部には
、回転スリーブ４２の軸方向中間部から外周側へ突出する円環板状のスリーブ突部８７が
係合しており、位置決めキー８８がそれら突部８６，８７に嵌合している。ロータ磁石８
４は、断面円弧状に形成された永久磁石であり、コア本体８５の外周壁に対し周方向へ等
間隔をあけて複数装着されている。
【００２３】
　図３に示すように、有底円筒状を呈するロータ固定ナット８１の内周壁には、雌ねじ８
９が形成されている。雌ねじ８９は回転スリーブ４２の雄ねじ４７と螺合しており、これ
によってコア突部８６はロータ固定ナット８１とスリーブ突部８７との間に挟持されて回
転軸４０に固定されている。したがって、回転軸４０はモータ軸としての機能も果たす。
【００２４】
　モータステータ８２は、ステータコア９０及びステータコイル９１を組み合わせて構成
されている。ステータコア９０は、鉄片の積層により全体として厚肉の円環板状に形成さ
れ、モータロータ８０の外周側にクリアランスをあけて略同軸に配置されている。ステー
タコア９０の内周壁には、周方向へ等間隔に並ぶ複数のスロット９２が形成されており、
各スロット９２には、図示しないステータボビンを介してステータコイル９１が巻装され
ている。嵌合周壁部３６の内周壁に嵌合するステータコア９０の外周部９３は、軸方向の
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軸受２２とは反対側から規制プレート２３に係合している。さらにステータコア９０の外
周部９３には、本体カバー３２に形成されて嵌合周壁部３６の内周壁に嵌合する円筒状の
内嵌部９４が、規制プレート２３とは反対側から係合している。したがって、ケース本体
３０に固定された本体カバー３２の内嵌部９４によってステータコア９０が係止され、当
該ステータコア９０によって規制プレート２３が係止されている。
【００２５】
　図１に示すように回転角センサ２５は、磁石部１００及び感知部１０１を有する非接触
式センサである。
　図３に示すように磁石部１００は、センサ磁石１０２、磁石ホルダ１０３及び位置決め
プレート１０４を組み合わせて構成されており、ケース本体３０の内部の駆動室４９に収
容されている。センサ磁石１０２は永久磁石で円環板状に形成され、周方向の複数箇所に
磁極を形成している。磁石ホルダ１０３はロータ固定ナット８１に嵌合しており、回転軸
４０に対してセンサ磁石１０２を略同軸に保持している。位置決めプレート１０４は、コ
ア本体８５、ロータ固定ナット８１及び磁石ホルダ１０３に嵌合しており、各ロータ磁石
８４に対してセンサ磁石１０２を周方向に位置決めしている。
　感知部１０１を構成するホール素子１０５は、回転軸４０の周方向へ等間隔をあけて複
数配置されている。各ホール素子１０５は磁石部１００と向き合っており、センサ磁石１
０２の発生磁界を感知することによって回転軸４０の回転角を検出する。
【００２６】
　図１に示すように駆動回路２６は、回路素子１０６が実装された複数の基板１０７を積
層してなる電気回路であり、回路室３９に収容された状態で本体カバー３２に保持されて
いる。駆動回路２６は、各ステータコイル９１、各ホール素子１０５及びケース２０の外
部の制御回路１０８と電気接続されている。ここで制御回路１０８は、マイクロコンピュ
ータ等を主体とする電気回路である。駆動回路２６を通じて各ホール素子１０５の出力を
受ける制御回路１０８は、回転軸４０の回転角、さらには制御軸１２の軸方向位置を認識
し、その認識した制御軸１２の軸方向位置から実際のバルブリフト量を推定する。そして
制御回路１０８は、推定した実際のバルブリフト量と目標のバルブリフト量との差分を埋
めるための通電を駆動回路２６に指令する。制御回路１０８から指令を受けた駆動回路２
６は、その指令に従って各ステータコイル９１への通電を制御することにより、モータロ
ータ８０の外周側に回転磁界を発生する。この発生磁界を受けることによりモータロータ
８０は回転軸４０と共に回転し、その回転に応じてねじ軸４１及び制御軸１２が軸方向へ
直線運動するため、目標のバルブリフト量が実現される。尚、目標のバルブリフト量とは
、内燃機関３の回転数、アクセル開度等といった車両の運転状況に基づいて決定される物
理量である。
【００２７】
　以上説明したように第一実施形態では、ケース本体３０の係止部３５に係止される軸受
２２に係止部３５とは反対側から係合する規制プレート２３が、モータステータ８２のス
テータコア９０によって軸受２２とは反対側から係止されている。これにより規制プレー
ト３５は、軸受２２の軸方向においてモータステータ８２と軸受２２との間に位置決めさ
れている。さらに第一実施形態では、規制プレート２３の円筒状の嵌合部７０がケース本
体３０の円筒状の嵌合周壁部３６に内嵌し、且つ規制プレート２３の円筒状の第一変形部
７３が軸受２２の外輪６４に外嵌している。これにより規制プレート３５は、軸受２２の
径方向においてケース本体３０と軸受２２との間に高精度に位置決めされた状態となって
いる。このように軸受２２の軸方向及び径方向で位置決めされている規制プレート３５に
よれば、軸受２２に係合する係合部７２によって軸受２２の軸方向変位を確実に規制する
ことができる。そして、この変位規制機能は、ねじ等の締結部材によってはケース本体３
０に固定されていない規制プレート３５により発揮されるものであるので、部品点数を削
減して組付性の向上と軽量化とを実現することができる。
【００２８】
　また、第一実施形態では、規制プレート２３の周囲の空間部７５，７６，７７によって
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弾性変形部７１の弾性変形が許容されているので、当該弾性変形によって生じた復原力を
軸受２２に作用させて軸受２２をケース本体３０の係止部３５側へ押圧することができる
。さらに第一実施形態では、規制プレート２３の弾性変形部７１及び係合部７２が軸受２
２の周方向の全域に延びる円筒状又は円環板状に形成されているので、軸受２２に作用す
る復原力が周方向において偏ることを抑制できる。またさらに第一実施形態では、規制プ
レート２３の嵌合部７０と第一変形部７３とを二重筒構造に形成し、それら各変形部７０
，７３間を第二変形部７４によって接続することで、変形部７３，７４からなる大きな弾
性変形部７１を嵌合部７０と軸受２２との間のスペースに配置することが可能となってい
る。故に、弾性変形部７１に大きな復原力を発生させることができるのである。このよう
に第一実施形態によれば、軸受２２に対して大きな復原力を周方向で均等に作用させて軸
受２２を押圧することができるので、係合部７２と軸受２２との間のガタを吸収しつつ軸
受２２の軸方向変位を規制することができる。
【００２９】
　さらにまた、第一実施形態では、駆動回路２６を保持する本体カバー３２の内嵌部９４
を利用してステータコア９０を係止しているので、部品点数を増大させることなく規制プ
レート２３を当該コア９０で係止し位置決めすることができる。しかも第一実施形態にお
いて円環板状のステータコア９０の外周部９３は、円筒状の嵌合周壁部３６に嵌合して保
持されているので、モータロータ８０との間にクリアランスをあけている当該ステータコ
ア９０の内周部よりも高い剛性を持った状態となっている。そして、この高剛性の外周部
９３が規制プレート２３に係合しているので、ステータコア９０が規制プレート２３から
受ける反力により変形して規制プレート２３の位置決め機能やモータステータ８２本来の
性能が低下する事態を防止することができる。
【００３０】
　以上、第一実施形態では、規制プレート２３が特許請求の範囲に記載の「規制部材」に
相当し、ケース本体３０が特許請求の範囲に記載の「本体部材」に相当し、本体カバー３
２が特許請求の範囲に記載の「カバー部材」に相当し、駆動回路２６が特許請求の範囲に
記載の「通電回路」に相当する。
【００３１】
（第二実施形態）
　図６に示すように、本発明の第二実施形態は第一実施形態の変形例であり、第一実施形
態と実質的に同一の構成部分には同一の符号を付すことで説明を省略する。
　第二実施形態の規制プレート２００において、嵌合部７０と係合部７２との間を接続す
る弾性変形部２０１は円環平板状に形成されている。この弾性変形部２０１を軸方向に挟
む両側には空間部２０２，２０３が形成されており、それら空間部２０２，２０３によっ
て弾性変形部２０１の弾性変形が許容されている。したがって、弾性変形部２０１の弾性
変形量に応じた復原力を係合部７２から軸受２２に作用させて軸受２２を係止部３５側へ
押圧することができる。故に、第一実施形態と同様の原理によって軸受２２の軸方向変位
を確実に規制することができる。
　以上、第二実施形態では、規制プレート２００が特許請求の範囲に記載の「規制部材」
に相当する。
【００３２】
（第三実施形態）
　図７に示すように、本発明の第三実施形態は第一実施形態の変形例であり、第一実施形
態と実質的に同一の構成部分には同一の符号を付すことで説明を省略する。
　第三実施形態のケース本体２５０には、嵌合周壁部３６の代わりに固定周壁部２５１が
設けられている。この固定周壁部２５１の嵌合周壁部３６との相違点は、当該固定周壁部
２５１にステータコア９０がねじ留めされる点と、当該固定周壁部２５１に内嵌部９４が
係合しない点とである。このような第三実施形態によれば、ケース本体３０の固定周壁部
２５１に固定されたステータコア９０によって規制プレート２３が係止されるので、規制
プレート２３をケース本体３０にねじ留めする必要がない。したがって、第一実施形態と
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同様の原理により部品点数を削減して組付性の向上と軽量化とを実現することができる。
　以上、第三実施形態では、ケース本体２５０が特許請求の範囲に記載の「本体部材」に
相当する。
【００３３】
　さて、ここまで本発明の第一～第三実施形態について説明してきたが、本発明はそれら
の実施形態に限定して解釈されるものではない。
　例えば第一～第三実施形態では、モータステータ８２を構成するステータコア９０の外
周部９３を規制プレート２３，２００に係合させているが、ステータコア９０において外
周部９３以外の部位又はモータステータ８２の他の構成要素を規制プレートに係合させる
ようにしてもよい。また、第一～第三実施形態では、規制プレート２３，２００の嵌合部
７０を周方向の全域に延びる筒状に形成しているが、嵌合部７０を周方向へ一周未満の長
さで延びる形状に形成してもよい。さらにまた、第一～第三実施形態では、規制プレート
２３，２００の弾性変形部７１，２０１及び係合部７２を周方向の全域に延びる筒状又は
環板状に形成しているが、弾性変形部７１，２０１及び係合部７２の少なくとも一方を周
方向において複数に分割してもよい。
【００３４】
　さらに第三実施形態では、ステータコア９０を周方向の全域に延びる環板状に形成して
いるが、ステータコア９０の複数のスロット９２を周方向で互いに分離させて、各スロッ
ト９２を固定周壁部２５１にねじ留めしてもよい。また、第三実施形態では、規制プレー
ト２３の代わりに、第二実施形態の規制プレート２００を用いてもよい。
【００３５】
　またさらに第一～第三実施形態では、回転軸４０とねじ軸４１とが直接に噛合してなる
送りねじ機構２１を用いているが、回転軸４０とねじ軸４１とが歯車や玉等を介して間接
的に連繋してなる送りねじ機構２１を用いてもよい。また、第一～第三実施形態では、回
転軸４０の構成要素４２～４５を互いに別部材で形成しているが、それらのうちの少なく
とも二つを一部材で形成してもよい。さらにまた、第一～第三実施形態では、ねじ軸４１
と制御軸１２とを互いに同軸に連繋しているが、制御軸１２に対してねじ軸４１を偏心さ
せて連繋してもよい。
【００３６】
　加えて第一～第三実施形態では、回転軸４０を駆動するためのモータ２４としてブラシ
レスモータを用いているが、例えばＤＣモータ等、公知の各種のモータを当該モータ２４
として用いてもよい。また、第一～第三実施形態では、ロータ磁石８４をロータコア８３
に埋設するようにしてもよい。さらにまた、第一～第三実施形態では、モータロータ８０
をロータ固定ナット８１と回転スリーブ４２のスリーブ突部８７との間に挟み込んで回転
軸４０に固定しているが、モータロータ８０を螺着、圧入等によって回転軸４０（回転ス
リーブ４２）に固定してもよい。
【００３７】
　さらに加えて第一～第三実施形態では、制御回路１０８をケース２０の外部に設けてい
るが、駆動回路２６と共に制御回路１０８を特許請求の範囲の「通電回路」としてケース
２０の内部に収容させてもよい。また、第一～第三実施形態では、感知部１０１を構成す
るセンサ素子としてホール素子１０５を用いているが、当該センサ素子としては、例えば
磁気抵抗素子を用いてもよい。
【００３８】
　またさらに加えて、アクチュエータ１０に組み合わされる変化機構８は、制御軸１２の
軸方向位置に応じてバルブリフト量を変化させるものであれば、第一実施形態で説明した
構成以外の構成を有していてもよい。例えば、内燃機関３の排気バルブのリフト量を変化
させる変化機構８を用いてもよく、また対象バルブが吸、排気バルブのいずれであるかに
拘わらず、制御軸１２へ伝達されるバルブ反力によりねじ軸４１をアクチュエータ１０側
へ付勢する変化機構８を用いてもよい。
【図面の簡単な説明】
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【００３９】
【図１】第一実施形態によるバルブリフト制御装置のアクチュエータを示す断面図である
。
【図２】第一実施形態によるバルブリフト制御装置を示す部分断面模式図（Ａ）及び断面
図（Ｂ）である。
【図３】第一実施形態によるバルブリフト制御装置のアクチュエータの要部を拡大して示
す断面図である。
【図４】図３の規制プレートを示す断面図（Ａ）及び側面図（Ｂ）である。
【図５】第一実施形態によるバルブリフト制御装置のアクチュエータの要部を拡大して示
す図であって、図１のV－V断面図である。
【図６】第二実施形態によるバルブリフト制御装置のアクチュエータを示す図であって、
図１に対応する断面図である。
【図７】第三実施形態によるバルブリフト制御装置のアクチュエータを示す図であって、
図１に対応する断面図である。
【符号の説明】
【００４０】
２　バルブリフト制御装置、３　内燃機関、４　吸気バルブ、８　変化機構、１０　アク
チュエータ、１２　制御軸、２０　ケース、２１　送りねじ機構、２２　軸受、２３，２
００　規制プレート（規制部材）、２４　モータ、２５　回転角センサ、２６　駆動回路
、３０，２５０　ケース本体（本体部材）、３１　回転規制ブッシュ、３２　本体カバー
（カバー部材）、３３　回路カバー、３５　係止部、３６　嵌合周壁部、３８　開口、４
０　回転軸、４１　ねじ軸、６３　内輪、６４　外輪、６４ａ　端部、６５　転動体、６
７　円筒部、６８　ワッシャ、７０　嵌合部、７１，２０１　弾性変形部、７２　係合部
、７３　第一変形部、７４　第二変形部、７５，７６，７７，２０２，２０３　空間部、
８２　モータステータ、９０　ステータコア、９１　ステータコイル、９３　外周部、９
４　内嵌部、１０８　制御回路、２５１　固定周壁部
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